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ＮＩＣＯ（公益財団法人にいがた産業創造機構）では、国受託事業により運営する「新潟県事業承継・

引継ぎ支援センター」を通じて県内企業の事業承継の支援を行っています。 

このたび、同センターのサポートにより、日本トーター株式会社による上越酒造株式会社の事業承継

（Ｍ＆Ａ）が成立し、８月 30日に下記のとおり株式譲渡契約の締結式を開催します。 
   

記 
 

１ 開催日時・会場 

（１）日時 令和３年８月 30日（月） 14時～14時 30分 

（２）会場 アートホテル上越 ２階 椿  （上越市本町 5-1-11） 

 

２ 参加者 

（１）日本トーター株式会社 

  代表取締役社長 平田 和稔 様 

（２）上越酒造株式会社 

  代表取締役社長 飯野 美徳 様 

 

３ 締結式次第 

（１）調印（契約書への署名） 

（２）あいさつ 

（３）質疑応答 

（４）記念撮影 

 

４ その他 

・取材はフルオープンで行います。 

・両社の紹介、事業承継に至るまでの経緯等については、別添資料のとおりです。 

 

 

  

 
（公財）にいがた産業創造機構 事業承継・引継ぎ支援センター  担当：関根 

〒950-0078 新潟市中央区万代島5番1号「万代島ビル」19階 
TEL：025-246-0080（直通） FAX：025-246-0094 E-mail：y-sekine@nico.or.jp 

 

NEWS  RELEASE 

新潟県事業承継・引継ぎ支援センターのサポートにより 

歴史ある県内酒造会社の事業承継が決定 

～８月 30日に株式譲渡契約の締結式を行います～ 

報道解禁 ８月 30日 午後２時 

<この件に関する問い合わせ先> 



別添資料 

 

１ 日本トーター株式会社について 

設立  1982（昭和 57）年 

代表者 代表取締役社長 平田 和稔 

社員数 2,946名（2021年 7月 1日現在） 

本店所在地  東京都港区港南二丁目 16番 1号 品川イーストワンタワー6階 

主な業務内容 公営競技の企画、運営及び開催受託に関する業務並びにコンサルタント業務 

 

２ 上越酒造株式会社について 

設立  1804（文化元）年 

代表者 代表取締役社長 飯野 美徳 

社員数 3名（2021年 7月 1日現在） 

本社所在地  上越市飯田 508 

主な業務内容 清酒製造販売（大吟醸「越後美人」など） 

※「越後美人」は 1995年の「第 77回関東信越国税局酒類鑑評会」で優秀賞を受賞 

 

３ 新潟県事業承継・引継ぎ支援センターについて 

設置  2021年（令和３）年（※第三者承継（Ｍ＆Ａ）を支援する「新潟県事業引継ぎ支援セン

ター」と、主に親族内承継を支援する「新潟県事業承継ネットワーク」を統合して発足） 

所在地  新潟市中央区万代島５番１号「万代島ビル」19階 

主な業務内容 第三者による事業引継ぎ（Ｍ＆Ａ）や、親族内承継など、県内企業の事業承継の悩み・

相談をワンストップで支援 

 

４ 事業承継に至るまでの経緯等 

・上越酒造株式会社は、現代表で６代目の飯野美徳氏に後継者がいなかったため、2020 年３月に新潟

県事業承継・引継ぎ支援センター（以下、引継ぎセンター）に、相談を行いました。 

・当初、廃業も視野に入れた相談でしたが、引継ぎセンターでは、同社の経営状況や事業環境を鑑み、

飯野氏の意向も確認したうえで事業の引継ぎ先として県内外の数社を紹介しました。 

 

・日本トーター株式会社は公営競技の企画、運営及び開催受託に関する業務を全国的に展開していま

すが、日本酒の製造にも強い関心を持っており、上越酒造社の事業譲受を希望しました。 

 

・引継ぎセンターは、上越酒造社と日本トーター社との協議に参加するとともに、譲渡スキームや譲渡

条件の細部の検討にも参加、本事業承継のサポートを行いました。 

 

・新型コロナ感染症の影響下で、電話やメールを中心とした協議が続きましたが、2021 年２月に引継

ぎセンターの立会で、Web会議による両社のトップ面談が実現し、前向きに話を進めていくことで合意

しました。 

・その後、日本トーター社の社員が上越市に滞在しながら上越酒造社と協議を続け、2021年４月 25日

に基本合意書を締結、細部の条件等を協議した上で、８月 30日の最終契約締結に至りました。 

 

・日本トーター社は既に新工場・新設備の建設計画に着手し、来年度から本格的な酒造りに取組む計画

です。また、施設の見学やネットによる直接販売、受託製造のほか、本業である公営競技の記念品や贈

答品として製品活用等を検討しています。 


